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本計画の策定にあたっては、水道事業・下水道事業・公営企業経営の専門家や関係団体などで構

成する「北九州市上下水道事業検討会」において、さまざまなご意見いただきながら検討してきま

した。また、お客さまや事業者へのアンケート調査による多くのご意見もふまえながら、計画を策

定しました。 

 

（１）北九州市上下水道事業検討会 

〇令和 2 年度構成員名簿（五十音順、敬称略）     【  ◎：座長   〇：副座長 】 

氏   名 所  属  等 

 小畑
おばた

 由紀子
ゆ き こ

 北九州市食生活改善推進員協議会 会長 

 菊池
きくち

 裕子
ゆうこ

 元 九州共立大学 経済学部 教授 

 佐藤
さとう

 裕
ゆう

弥
や

 
早稲田大学 研究院 准教授 
早稲田大学 総合研究機構 水循環システム研究所 主任研究員 

 平
たいら

 知子
ともこ

 国際協力機構 九州センター 市民参加協力課 課長 

〇 福地
ふくち

 昌
まさ

能
よし

 福地公認会計士事務所 所長 

 三上
みかみ

 久
ひさ

惠
え

 北九州市環境衛生総連合会 理事 

◎ 柳井
やない

 雅人
まさと

 北九州市立大学 副学長 

 山野
やまの

 一
かず

弥
や

 日本水道協会 大阪支所長 

 𠮷本
よしもと

 奈津子
な つ こ

 平成 30 年度・令和元年度 北九州市上下水道モニター 

 渡辺
わたなべ

 亨
とおる

 日本下水道協会 企画調査部長 

 

 

〇開催経過 

年度 開 催 日 議 題 

令 
和 
元 
年 
度 

第 1 回 令和元年 7 月 29 日 

基本計画 

策定の趣旨、上下水道事業の概況 
第 2 回 令和元年 10 月 4 日 現状と課題 
第 3 回 令和元年 10 月 29 日 基本理念と将来像 
第 4 回 令和元年 12 月 12 日 重点施策 

令 
和 
2 
年 
度 

第 1 回 令和 2 年 7 月 30 日 
基本計画 

収支見通しと料金等のあり方 
第 2 回 令和 2 年 10 月   基本計画（素案） 
第 3 回 令和 2年 11 月 12 日 中期経営 

計画 

事業計画・財政計画 

第 4 回 令和 2年 11 月 27 日 中期経営計画（素案） 

 

 

 
１ 策定の経過 
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（２）上下水道に関するお客さま・事業者アンケート調査結果について 

①調査の時期・対象  

 時期 令和元年 10 月調査実施 

 

②対象 お客さまアンケート調査 

・・・北九州市、芦屋町及び水巻町 3,000 人 

（北九州市 2,900 人、芦屋町 40 人、水巻町 60 人。無作為抽出） 

         ⇒回答 1,027 人、回答率 34.2％ 

事業所アンケート調査 

・・・一般給水事業者のうち、平成 30 年度使用水量上位 300 社（大口利用者） 

⇒回答 143 社、回答率 47.6％ 

 

③調査結果（主な項目） 

〇満足度 

     お客さまアンケート調査と事業所アンケート調査ともに、満足度（「やや満足してい

る」を含む）は前回より上昇。 

お客さまアンケート 問１より            事業所アンケート 問１より 

（「やや満足している」の選択肢は今回調査で追加） 

 

 

 

 

 

 

 

「満足している」＋「やや満足している」                 「満足している」 

前回：74.1％ ⇒ 今回：81.0％                 前回：18.6％ ⇒ 今回：35.7％ 

（＋6.9 ポイント）                     （＋17.1 ポイント） 

 

〇厳しい経営環境を踏まえ、最も重視する項目 

     お客さま・事業所アンケート調査ともに、水道水の水質などの安全性を最も重視。 

お客さまアンケート 問４より           事業所アンケート 問３より 

 

 

 

 

 

  

53.2 

27.8 

14.5 

2.6 

0.5 

1.5 

43.0 

31.1 

19.4 

4.2 

1.2 

1.1 

0 10 20 30 40 50 60

満足している

やや満足している

どちらともいえない

やや不満である

不満である

無回答

（％）

今回（R元年10月）

前回（H27年1月）

35.7 

25.2 

30.8 

8.4 

0.0 

0.0 

18.6 

57.7 

16.1 

6.2 

1.2 

0 10 20 30 40 50 60

満足している

やや満足している

やや不満である

不満である

無回答

（％）

今回（R元年10月）

前回（H27年1月）

どちらでもない・ 
特に何も感じていない 

53.0 

19.6 

15.3 

10.0 

0.3 

1.9 

0 10 20 30 40 50 60

水質などの安全性

安定したサービス提供

安価な料金体系

災害対策

その他

無回答

（％）

46.2 

29.4 

15.4 

9.1 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60

水質などの安全性

安定したサービス提供

安価な料金体系

災害対策

その他

（％）
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（１）意見募集期間  

 

 

（２）意見提出状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
２ 市民意見の募集結果について 

令和 2 年 12 月～ 

令和 3 年 1 月頃実施予定 
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（１）上水道事業  

重点施策：9、実施事業：19（再掲除く）  

将来像 重点施策 実施事業 
資料編

ページ 

1 
市民生活を支える
強靱な上下水道を
つくる 

1-1 
上下水道施設の 
長寿命化と 
改築・更新 

1-1-1 
アセットマネジメント手法を活用した 
効率的・計画的な更新 

6～9 

1-1-2 上下水道施設の規模の最適化 10 

1-2 
豪雨対策の 
拡充・強化 

1-2-2 上下水道施設の豪雨対策 11 

1-3 
震災対策の 
拡充・強化 

1-3-1 上下水道施設の耐震化 12～14 

1-3-2 バックアップ機能の強化 15 

1-4 
危機管理体制の 
充実・強化 

1-4-1 事故対応能力の向上 16 

1-4-2 民間事業者や他都市等との連携強化 17 

1-4-3 停電対策 18 

1-4-4 災害時における機能確保の推進 19 

2 
いつでも安心して
飲める安全な水を
届ける 

2-1 
水源を守るための
取組 

2-1-1 水源林の保全 20 

2-1-2 遠賀川の水質保全 21 

2-2 
取水から蛇口 
までの水質管理 

2-2-1 安全な水対策 22 

2-2-2 
水源や浄水場を有効に活用した水の 
供給 

23 

2-2-3 
直結式給水の普及促進や小規模貯水槽 
水道の管理指導 

24 

2-2-4 水質管理体制の充実 25 

3 
環境負荷の低減を
図り、持続可能な
社会に貢献する 

3-1 
環境負荷に配慮 
した事業の推進 

3-1-3 再生可能エネルギーの活用 26 

3-1-4 省エネルギーの推進 27 

3-1-5 資源の有効利用 28 

7 健全な経営を行う 

7-1 
効率的・計画的な
事業運営 

7-1-1 上下水道施設の規模の最適化（再掲） - 

7-1-2 
アセットマネジメント手法を活用した 
効率的・計画的な更新（再掲） 

- 

7-2 多様な収入の確保 7-2-2 水道・工業用水道利用促進対策 29 

  

 
３ 事業個票   
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将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新   重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化 

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化    重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 
1-1-1 アセットマネジメント手法を活用した効率的・計画的な更新 

（浄水場） 

取組内容 

浄水施設では近年、老朽化や機能低下が進行しており、施設を健全な状態に保ち

ながら、施設更新費の削減と予算の平準化を目指すための長寿命化対策を計画的に

推進していく必要があります。 

浄水施設の適切な維持管理により、安全性・信頼性を確保しながら長寿命化や更

新などを着実に推進します。 

 

・本城浄水場の長寿命化  

・建築物及び貯水池の長寿命化 

・長期整備計画に基づく浄水設備の更新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

  

 

目  標 

 R 元実績  R7 末目標 

浄水施設の長寿命化 
５箇所 

（H28～R2 計画 6 箇所） 
➡ 

５箇所 

（R3～R7 計画） 

目標の設定根拠 

（参考） 

長寿命化の対象は、穴生、本城、井手浦の３つの基幹浄水場の施設群を目標に設定しており、令和２年度まで

で井手浦浄水場と穴生浄水場の事業が完了することから、本計画では、本城浄水場のうち長寿命化対策が急務

とされる５施設を対象としています。（対象施設：ろ過池、戻水池、排泥池、濃縮槽、活性炭接触槽） 

（長寿命化の完了は R10 年度予定） 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

浄 水 施 設 の 

長 寿 命 化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浄 水 設 備 

の 更 新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効  果 
水道施設の機能をできるだけ長く維持するとともに、ライフサイクルコストの最

小化と平準化を図ることで、安定した事業運営ができるようになります。 

 

本城浄水場の長寿命化 5 箇所 

【施工前】 【施工後】 

長寿命化工事（ひび割れ注入工） 
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将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新   重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化 

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化    重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 
1-1-1 アセットマネジメント手法を活用した効率的・計画的な更新 

（配水池ほか） 

取組内容 

○配水池 

配水池は、概ね築 55 年経過時に計画的に劣化診断を行います。その診断結果や、

日常点検・調査の結果に基づき、適切な維持管理を行うことで配水池の長寿命化を図

るとともに、効率的・計画的に改築・更新を進めます。 

その後も、必要な時期に再度劣化診断・長寿命化工事を実施し、効率的・計画的に

延命化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○マッピングシステムの機能強化 

配水施設（配水池、流量計など）について、日常行う点検や修繕及び更新工事につ

いての情報をマッピングシステムで台帳として一元化を行い、計画的な維持管理等

を支援するツールを構築します。 

目  標 

 R 元実績  R7 末目標 

配水池の 

長寿命化 

３箇所 

（H28～R2 計画 5 箇所） 
➡ 

9 箇所 

（R3～R7 計画） 

マッピングシス

テムの機能強化 
個別管理 ➡ 

マッピングシステムで一元管理 

（配水施設６項目） 

目標の設定根拠 

（参考） 

配水池 

配水池の総計 46 箇所のうち、R12 年度末までに築 55 年を経過する 20 箇所を対象に、劣化

診断や日常点検・調査の結果を基に、本計画期間中に 9 箇所の長寿命化対策が必要と判断した

ため、目標として設定しました。 

マッピングシス

テムの機能強化 

現在マッピングシステムで台帳情報を管理していない配水施設のうち、特に主要な項目（配水

池、流量計、水圧計、水質計、減圧弁、ブースターポンプ）についてツール構築を行います。 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

配 水 池 の 

長 寿 命 化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マッピングシス

テムの機能強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効  果 

法定耐用年数を超えて使用できるよう施設の延命化を進めるとともに、計画的な

維持管理等を支援するツールを構築することで、ライフサイクルコストの最小化と

平準化を実現し、安定した事業運営につなげます。 

 

９箇所 

台帳一元化 

50年                100年               150年 

 
配水池の長寿命のイメージ 

詳細検討 
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将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新   重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化 

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化    重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 
1-1-1 アセットマネジメント手法を活用した効率的・計画的な更新 

（水道管路） 

取組内容 

○水道管路 

 導送水管 

  導送水管は、経過年数や管種、埋設環境等に加え、事故時の影響戸数や他系統の

応援体制等を含めて総合的に評価し、優先順位の高い路線を対象に、耐震化とあわ

せて更新を進めます。 

  ・本城～穴生浄水場導水管、小嶺系送水管など Ｌ＝6.7km 

 

配水管 

配水管は、実際の使用年数である更新基準年数を定め、現在使用しているダクタ

イル鋳鉄管に比べ、若干性能が劣る初期型ダクタイル鋳鉄管などを対象に、耐震化

とあわせて更新を進めます。 

  ・配水管 L＝185km（年間 38.5～36.0km） 

目  標 

 R 元実績  R7 末目標 

導送水管更新 
5.9km 

（H28～R2 計画 11.3km） 
➡ 

6.7km  

（R3～R7 計画） 

配水管更新 
196km 

（H28～R2 計画 250km） 
➡ 

185km  

（R3～R7 計画） 

目標の設定根拠 

（参考） 

導送水管 

管路の総延長 423km（令和元年度末時点）を対象に、アセットマネジメント手法を取り入れ、

実際の使用年数である更新基準年数を定めた結果や、事故時の影響戸数等を総合的に評価した結

果、今後 10 年間で更新が必要となる管路延長が 12.4km となったため、本計画期間中に、6.7km

の更新を目標として設定しました。 

配水管 

管路の総延長 4,187km（令和元年度末時点）を対象に、アセットマネジメント手法を取り入れ、

実際の使用年数である更新基準年数を定めた結果、今後 10 年間で更新が必要となる管路延長は、

初期型ダクタイル鋳鉄管などの 365km となったため、本計画期間中に 185km の更新を目標

として設定しました。 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

導 送水管 更

新 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配 水管更 新 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効  果 

劣化度や重要度に応じて優先順位をつけるとともに、管種や埋設環境などに応じ

た実際の使用年数である更新基準年数で更新を行うことで、ライフサイクルコスト

の最小化と平準化を実現し、安定した事業運営につなげます。 

 

6.7km 

185km 
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将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新   重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化     

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化    重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 
1-1-1 アセットマネジメント手法を活用した効率的・計画的な更新 

（漏水防止対策） 

取組内容 

漏水の早期発見、配水ブロックの改善による水圧の改善などに取り組み、漏水量

の削減や省エネルギー化を図ります。 

 

○漏水調査 

 ・緊急漏水調査、計画的漏水調査、簡易漏水調査を確実に実施していきます。 

・マッピングシステムや既往技術の応用などで、効率的な調査手法を確立します。 

 

○配水ブロックの改善 

 水圧の高い地区を抱える配水ブロックを対象に、隣接しているより水圧の低い配

水ブロックへ編入することで、水圧の改善、漏水量の削減及び省エネルギー化を図

ります。 

 ・水圧の低い配水ブロックへの編入 3 箇所 

 

○配水管更新（再掲） 

 配水管は、実際の使用年数である更新基準年数を定め、初期型のダクタイル鋳鉄

管など 185km を対象に耐震化とあわせて年間 38.5～36.0km の更新を進めます。 

目  標 

 R 元実績  R7 末目標 

漏水率 6.8％ ➡ 6.0％ 
 

目標の設定根拠 

（参考） 
過去の漏水率の最小値は 6.4％であるため、それ以下の 6.0％を目指します。 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

漏 水 調 査 
 

 

 

 

 

 

 

 

漏水率 

6.0％ 

配水ブロック

の 改 善 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

配 水 管 更 新 

（ 再 掲 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効  果 
漏水防止対策の推進により、安全で安定的な給水を確保するとともに、省エネル

ギー化により、環境負荷の低減にもつながります。 

 

緊急・計画的・簡易 漏水調査の実施 

185km 

3 箇所 

資料編-9



 
 

 

将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新   重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化     

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化    重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 1-1-2 上下水道施設の規模の最適化 

取組内容 

今後、増加する水道施設の改築・更新需要に対応するため、適切な維持管理に努め

るとともに、長期的な視点に立ち、市が進めるコンパクトシティに向けた方向性を踏

まえつつ、水道施設の規模と機能の最適化を図ります。 

【配水池の統廃合】 

 水需要の減少や老朽化が進み更新時期を迎える配水池や送水管、配水管などについ

て、LCC（ライフサイクルコスト）を検討し、配水池の統廃合を進めます。 

 ・尾倉配水池（配水管整備 φ100 L=0.8km など） 

 ・黒川配水池（配水管整備 φ300 L=1.0km など ※R8 以降も継続） 

 

 

 

 

 

 

 

 

【水需要予測及び施設規模の検討】 
水道施設の改築・更新にあたっては、単純な既存施設の更新だけでなく、可能な限

り長寿命化を行うとともに、施設規模と機能の最適化を図りながら進める必要があり

ます。将来的な改築・更新に向けて、人口減少等に伴う水需要の低下や災害リスク対

応、広域連携などを視野に入れた水道施設の規模と機能を検討します。 

目  標 

 R 元実績  R7 末目標 

配水池の統廃合 － ➡ 
尾倉配水池廃止 

黒川配水池工事実施 

水需要予測及び施設規模の検討 － ➡ 検討内容の中間取りまとめ 

目標の設定根拠 

（参考） 

配水池の統廃合 

尾倉配水池は、計画期間中に耐用年数を超えることから、水需要の低下や規模と機能を見直

す中で、配水池や管路の改築・更新費用も含めて検討した結果、尾倉配水池と大蔵配水池の

統合を判断しました。黒川配水池は、令和８年度以降に耐用年数を超えますが、工期が８年

程度かかる見込みであるため、本計画期間中に配水管整備延長 2km のうち、半分にあたる

1km の整備を行います。 

水需要予測及び施

設規模の検討 

水道施設の改築・更新費の増大が想定されることから、長期的な視点に立ち、将来需要を見

すえ、水道施設の規模と機能の最適化を図る必要があるため。 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

配水池の統廃合 

（尾倉配水池） 
実施設計 整備工事 整備工事 整備工事  

配水池の統廃合 

（黒川配水池） 
基本設計 

実施設計 

 

整備工事 

 

整備工事 

 

整備工事 

実施設計 

水需要予測及び

施設規模の検討 

  

 

 

 

 

 

 

 

効  果 
 改築・更新費用を削減するととともに、将来の維持管理費の削減にもつながり、安

定した事業運営ができるようになります。 
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将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 
 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新   重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化    

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化   重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 1-2-2 上下水道施設の豪雨対策 

取組内容 

近年、様々な自然災害の激甚化・頻発化が指摘されており、水道施設においても

安定給水を維持するための対策が求められています。 

そこで、最新のハザードマップなどから被害の発生が想定される主要な水道施設

に対して、あらかじめ有効な防災・減災対策を講じることで、被害の最小化を図り

ます。 

 

【浸水災害対策】 

浸水災害が想定される施設を対象に止水堰や防水扉等を整備 

 

【土砂災害対策】 

土砂災害が想定される施設を対象に土砂流入防止壁等を整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浸水災害対策イメージ図            土砂災害対策イメージ図 

※厚生労働省資料より 

 

目  標 
 R 元実績  R7 末目標 

豪雨対策施設整備 詳細調査 ➡ ５箇所 

目標の設定根拠 

（参考） 
ハザードマップの被害想定範囲に含まれる施設は 13 施設ですが、詳細調査に基づく被害想定施設は 10 施設

となり、このうち特に優先度が高い施設の災害対策を、計画期間中に５箇所実施することとしました。 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

浸水災害対策・

土砂災害対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効  果 
 大規模な災害が発生した場合においても、水道施設が甚大な被害を受けることな

く水道水の安定給水を継続します。 

 

５箇所 

止水堰        かさ上げ    防水扉 

通用口窓シャッター
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将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新  重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化     

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化    重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 1-3-1 上下水道施設の耐震化（浄水場） 

取組内容 

浄水場の耐震化は、当該地域で想定される最大規模の地震にも耐えられるよう耐

震補強を推進しています。 

浄水場は浄水処理に関連する全ての施設において耐震化が完了することで、地震

時においても甚大な被害を受けることなく浄水処理を継続することが可能となりま

す。 

そのため、主要な浄水場の耐震補強による耐震化を計画的に推進し、施設の強靱性

と健全性を確保していきます。 

 

【浄水場の耐震化】 

・本城浄水場の耐震化（令和 3～10 年度） 

※本城浄水場の耐震化が完了する令和 10 年度の浄水場の耐震化率は 77.5％ 

 （3 つの基幹浄水場の耐震化は完了） 

 

 

 

 

 

 

                 

 

 

 

 

 

 

目  標 
 R 元実績  R7 末目標 

浄水場の耐震化率 33.6％ ➡ 59.2％ 

目標の設定根拠 

（参考） 

本市は、基幹浄水場の耐震化を計画的に推進しており、井手浦浄水場や穴生浄水場の耐震化は令和２年度まで

で完了する見込みです。本計画では本城浄水場の耐震化を着実に推進します。（工水施設の耐震化も推進） 

※厚生労働省公表値の浄水施設耐震化率は全国平均で 30.6%です（H30） 

※浄水施設の耐震化率 ＝ 耐震対策の施されている浄水施設能力 ÷ 全浄水施設能力 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

浄 水 場 の 

耐 震 化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効  果 
大規模な地震などの災害が発生した場合においても、安全で安定的な給水が確保

できます。 

 

本城浄水場の耐震化 

【施工前】 【施工後】 

耐震補強工事（床版増厚工） 
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将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新  重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化     

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化    重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 1-3-1 上下水道施設の耐震化（配水池ほか） 

取組内容 

主要な水道施設の耐震補強による耐震化を効率的かつ計画的に進め、強靱な水道

を目指します。 

【配水池】 

応急給水拠点配水池（各区１箇所）や給水

戸数 10,000 戸以上に該当する配水池を基

幹配水池と位置づけ、優先度の高い配水池か

ら耐震補強工法により耐震化を実施します。 

・２箇所（皿山配水池、小熊野第１配水池） 

 

 

【危険箇所】 

市内外の広範囲に点在する水道施設及び用地における危険度の評価（Ａランク：要

整備箇所、Ｂランク：要監視箇所、Ｃランク：対策不要箇所）に基づき、Ａランクに

ついて、優先的に整備を進めます。 

平成 28 年度～令和 2 年度で当初整備する予定だった 3 箇所については、令和元

年度で整備が完了していますが、令和元年度に危険箇所点検業務委託を実施し再評

価を行った結果、A ランクの箇所が 7 箇所追加され、整備対象が 10 箇所となって

います。そのうち、令和 2 年度までに 8 箇所の整備を完了させ、令和 3 年度からは

残りの 2 箇所について整備を行います。 

目  標 

 R 元実績  R7 末目標 

配水池の耐震化率 
54.1％ 

（H28～R2 計画） 
➡ 

60.1％ 

（R3～R7 計画） 

危険箇所整備 
3 箇所 

（H28～R2 計画 8/10 箇所） 
➡ 

２箇所 

（R3～R7 計画 10/10 箇所） 

目標の設定根拠 

（参考） 

配水池 

配水池 46 箇所のうち基幹配水池 17 箇所あり、そのうち 9 箇所は R 元年度末までに耐震化が

完了しています。残り 8 箇所のうち、重要度や老朽度などから５年間で２箇所を耐震化目標とし

て設定しました。 

※厚生労働省公表値の配水池耐震化率は全国平均（H30）で 56.9%です。 

※配水池の耐震化率 ＝ 耐震対策の施されている有効容量 ÷ 全有効容量 

危 険 箇 所

整備 

令和元年度の点検結果に基づき、Ａランク（要整備箇所）であった箇所のうち、令和 2 年度まで

に整備が完了しない、残りの２箇所の整備を行います。 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

配 水 池 の 

耐 震 化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危 険 箇 所 の 

整 備 

 

 

 

 

 

 

  

 

効  果 
大規模な地震などの災害が発生した場合においても、安全で安定的な給水が確保

できます。 

 

２箇所 

２箇所 
次期危険箇所点検業務 

（再評価） 

（厚労省ＨＰより引用） 

配水池の耐震化工事 

（内面からの壁・柱等の補強） 
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将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新  重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化     

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化    重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 1-3-1 上下水道施設の耐震化（水道管路） 

取組内容 

大規模な地震などの災害が発生した場合においても、安全で安定的な給水を確保す

るため、経年劣化した水道管の更新にあわせて耐震化を進めます。 

【基幹管路】 

基幹管路（導水管・送水管・配

水本管）の耐震化は、災害等によ

る被害を最小限にとどめるため、

計画的かつ重点的に取り組みま

す。地震の揺れ等に対して接合部

が抜けない耐震管を使用します。 

【広域避難地等に至る配水管】 

北九州市地域防災計画に位置付けられている広域避難地（24 箇所）と災害拠点病

院（9 箇所）に至る配水管については、耐震管を使用し耐震化を進めます。 

 

 

 

 

目  標 

 R 元実績  R7 末目標 

基幹管路の 

耐震化率 

46.4％ 

（H28～R2 計画） 
➡ 

51.6％ 

（R3～R7 計画） 

広域避難地等に至

る配水管耐震化 

13 箇所 

（H28～R2 計画 17/33 箇所） 
➡ 

9 箇所 

（R3～R7 計画 26/33 箇所） 

目標の設定根拠 

（参考） 

基幹管路の耐

震化率 

アセットマネジメント手法に基づく実際の耐用年数や、事故時の影響戸数等を総合的に評価し

た結果、対象となる基幹管路の更新にあわせて耐震化を図っています。目標については、厚労

省の耐震化率（R4 年度末で 50%）を基準に設定しています。 

広域避難地等

に至る配水管

耐震化 

広域避難地と災害拠点病院のあわせて 33 箇所に至る配水管を対象とし、Ｒ2 年度末見込で 17

箇所に至る配水管の耐震化が完了予定です。残りの 16 箇所について、Ｒ12 までに完了させる

ことにしているため、Ｒ7 末目標を 26 箇所（R3～7 の 5 年間で 9 箇所）に設定しました。 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

基 幹 管 路 の 

耐 震 化 

 

 

耐震化率 

50.0％ 

 

 

 

 

耐震化率 

51.6％ 

広域避難地等に至

る 配 水管 耐震 化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効  果 
大規模な地震などの災害が発生した場合においても、安全で安定的な給水が確保で

きます。 

 

広域避難地・災害拠点病院に至る配水管耐震化 9 箇所 

(厚労省ＨＰより引用) 

(厚労省 HP より引用) 

広域避難地 

災害拠点病院 

：基幹管路及び 

広域避難地等に 

至る配水管 

断面図（耐震接手） 

 

断面図（耐震接手） 

突部がロックリングに 

当たり管の抜け出し 

を防ぎます 

配水池 

配水池 

浄水施設 

導水管 送水管 

送水管 

配水本管 
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将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新   重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化     

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化    重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 1-3-2 バックアップ機能の強化 

取組内容 

大規模な地震などの災害による施設の損傷に備え、給水人口の多い配水ブロック

について安定給水の強化を図るため、送水管の２条化や配水管のループ化などのバ

ックアップ機能の強化に取り組みます。 

【八重洲分岐～城野分岐送水管の２条化】 

送水管を２条化することで、小倉北区の中心市街地に給水している皿山系配水ブ

ロックのバックアップ機能を強化し、安定給水を確保します。（安定給水向上人口約

3 万人） 

【井手浦系基幹配水管のループ化】 

井手浦配水池は、本市内で最大の給水区域を抱えており、基幹配水管をループ化す

ることで安定給水の強化を図ります。（安定給水向上人口約 12 万人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【２条化の調査検討】 

木下合流井～井手浦浄水場導水管の 2 条化、堀越ポンプ場送水管の 2 条化につい

て、運用に向けた調査検討を行います。 

目  標 

 R 元実績  R7 末目標 

八重洲分岐～城野分

岐送水管の２条化 

0.2km 

（H28～R2 計画 0.8km） 
➡ 

1.6km 

（R3～R7 計画 2 条化完了） 

井手浦系基幹配水管

のループ化 

0.4km 

（H28～R2 計画 0.6km） 
➡ 

0.5km 

（H3～R7 計画 ループ化完了） 

目標の設定根拠 

（参考） 

２条化 
八重洲分岐～城野分岐の延長約 2.4km のうち、R2 年度まで 0.8km を整備する予定です。 

R3 年度から R7 年度までに残り 1.6km を整備目標とし、２条化が完了予定です。 

ループ化 
井手浦系基幹配水管の延長約 1.1km のうち、R2 年度まで 0.6km を整備する予定です。 

R3 年度から R7 年度までに残りの 0.5km の整備を目標とし、ループ化が完了予定です。 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

八重洲分岐～城野分

岐送水管の２条化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

井手浦系基幹配

水管のループ化 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

２ 条 化 の 

調 査 検 討 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効  果 
大規模な地震などの災害が発生した場合においても、安定給水ができるようにな

ります。 

φ1000 L＝1.6km 

2 路線 

φ600 L＝0.5km 

イメージ図 
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将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新    重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化     

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化    重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 1-4-1 事故対応能力の向上 

取組内容 

職員の事故対応能力向上を図るため、模擬事故訓練及び危機管理研修を実施しま

す。 

なお、実施後に明らかとなった課題などを踏まえ、適宜、対応策を見直しながら、

危機管理の充実・強化に取り組みます。 

 

【上下水道局全体の災害等対応模擬訓練の実施】 

実際の事故や災害時に近い設定で、上下水道局全体の訓練を実施します。 

 

【水道に係る模擬事故訓練・危機管理研修の実施】 

 北九州市上下水道局危機管理計画に基づき、迅速かつ適切な復旧活動や応急給水

活動が行えるように模擬事故訓練や危機管理研修を実施します。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

目  標 

 R 元実績  R7 末目標 

【全体】 模擬事故訓練（局全体） 1 回 / 年 ➡ １回 / 年 

【水道】 
模擬事故訓練 ※他都市連携除く ２回 / 年 ➡ ２回 / 年 

危機管理研修 ３回 / 年 ➡ ３回 / 年 

目標の設定根拠 

（参考） 

北九州市上下水道局危機管理計画に基づき、想定する災害の規模や被害状況に応じた訓練・研修を年 1 回以上

行い、要綱等を見直し適正化することや、事故対応能力の向上を図っています。 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

模擬事故訓練 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

危機管理研修 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効  果 
事故や災害時においても、職員が迅速かつ柔軟に対応することができ、被害を最

小限にとどめることができるようになります。 

 

３回 / 年 

３回 / 年 

模擬事故訓練 
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将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新    重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化     

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化    重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 1-4-2 民間事業者や他都市等との連携強化 

取組内容 

非常時には、日本水道協会内の支援体制、19 大都市間や北九州管工事協同組合な

ど民間事業者との協定に基づく支援体制を活用し、連携して災害対応を行います。 

また、非常時に備えて日本水道協会九州地方支部間（九州九都市）及び 19 大都

市間において、合同防災訓練や情報伝達訓練を実施します。 

 

【日本水道協会九州地方支部（九州九都市）】 

 ・合同防災訓練（応急給水・応急復旧等） 

 ・情報伝達訓練 

 

【19大都市】 

 ・情報伝達訓練 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目  標 

 R 元実績  R7 末目標 

日本水道協会九州地方支部

（九州九都市） 

合同防災訓練 1 回 / 年 ➡ 1 回 / 年 

情報伝達訓練 1 回 / 年 ➡ 1 回 / 年 

19 大都市 情報伝達訓練 1 回 / 年 ➡ 1 回 / 年 

目標の設定根拠 

（参考） 
協定に基づき、合同訓練や情報伝達訓練を行い、災害時に迅速な対応ができるように実施しています。 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

九州地方支部

合同防災訓練 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

九州地方支部

情報伝達訓練 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

19 大都市情

報 伝 達 訓 練 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効  果 
 大規模な災害が発生した場合においても、他都市や民間事業者などと連携して、

状況に応じた対応ができるようになります。 

 

合同防災訓練 合同防災訓練（応急復旧） 

１回 / 年 

１回 / 年 

１回 / 年 
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将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 
 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新   重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化    

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化   重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 1-4-3 停電対策 

取組内容 

水道施設において事故や自然災害などに伴う停電の発生に備え、施設の重要性や

使用目的などに応じた非常用発電設備の整備を推進します。 

また、停電発生時に迅速かつ着実に対処できるよう、非常用発電設備等の対応マ

ニュアルを充実させます。 

・非常用発電設備の整備による停電対策 

・非常用発電設備等の対応マニュアルを充実 

 
  

目  標 

 R 元実績  R7 末目標 

非常用発電設備整備 
６箇所 

（H28～R2 計画 8/16 箇所） 
➡ 

7 箇所 

（R3～R7計画 15/16箇所） 

目標の設定根拠 

（参考） 
停電リスクの高い 16 施設に対して非常用発電設備の整備を行います。令和元年度実績では 38％の進捗率と 

なっていて、本計画期間中に概ね整備を終えるよう目標設定を行っています。 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

非 常 用 発 電 

設 備 整 備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効  果 
水道施設で停電が発生した場合においても、安全で安定的な水道水の供給を継続し

ます。 

 

1 箇所 １箇所 １箇所 1 箇所 3 箇所 

非常用発電設備 

停電時の電気の流れ 
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将来像 １ 市民生活を支える強靱な上下水道をつくる 

重点施策 1-1 上下水道施設の長寿命化と改築・更新    重点施策 1-2 豪雨対策の拡充・強化     

重点施策 1-3 震災対策の拡充・強化    重点施策 1-4 危機管理体制の充実・強化 

【上水】 

事 業 名 1-4-4 災害時における機能確保の推進 

取組内容 

現在の運搬給水を基本とした応急給水計画の更なる向上を図るため、応急給水拠点

などの応急給水施設整備や、人命にかかわる医療機関への応急給水方法などの見直し

を行い、新たな応急給水計画を策定します。 

また、応急給水拠点で市民へ飲料水を供給するのに必要な給水袋を計画的に購入し

ていくとともに、給水車の運転ができる職員の確保を図ります。 

○新たな応急給水計画の策定及び応急給水施設整備 

・新たな応急給水計画の策定 

・浄水場、東西工事事務所等の局施設や大規模避難所等の応急給水施設整備 

○給水袋（6 ㍑）の購入 

令和 2 年度末で、当初予定の 5 万枚の

備蓄が完了するため、今後は、使用実績に

応じた枚数を購入します。（過去の使用実

績の平均 5 千枚/年） 

○給水車運転資格取得支援 

平成 19 年度に自動車免許制度の変更が

改正され、給水車を運転できる職員を継続

的に確保する必要があることから、資格取

得を支援します。  

目  標 

 R 元実績  R7 末目標 

応急給水施設整備 
5 箇所 

（H28～R2 計画 7 箇所） 
➡ 

6 箇所 

（R3～R7 計画） 

非常用飲料水袋（6㍑）の備蓄 
4.6 万枚 

（H28～R2 計画 5 万枚） 
➡ 

5 万枚 

（R3～R7 計画） 

給水車の運転資格取得支援者数 5 人 ➡ 25 人 

目標の設定根拠 

（参考） 

応急給水施設整備 新たな応急給水計画を作成し、局施設等に応急給水施設を整備します。 

非常用飲料水袋 

の備蓄 

本市の給水袋は、保存年限が 10 年であり、過去の年間使用実績 5 千枚と備蓄のコストを考

慮し、備蓄目標数を 5 万枚としています。 

給水車運転資格 

取得支援者数 

給水車の運転取得支援者数は、職員の異動や資格取得のコストを考慮し、２５人を目標とし

ます。 

年次計画 R3 R4 R5 R6 R7 

応 急 給 水 

施 設 整 備 

 

 

    

給水袋の購入 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給水車の運転

資格取得支援 

 
    

効  果 
漏水事故や自然災害などにより断水が発生した場合に備えて、復旧までの間、応急

給水活動ができるようにしておきます。 

 

常時 50,000 枚備蓄 

応急給水 

計画策定 
基本設計 及び 

実施設計 
2 箇所整備 2 箇所整備 2 箇所整備 

応急給水施設（給水塔） 
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